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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、東アジアを中心とするアジア諸国の近年の法の展開を分析し、その特徴や
今後の発展の方向性を模索するとともに、アジア法の展開の中での日本法の位置づけを考察し、アジア法研究の新たな
地平を開くことである。
「司法システム」「少子高齢社会」「金融資本市場」「情報・通信」の４テーマにつき、代表者・分担者が東アジア諸
国（中国・韓国・台湾・香港・シンガポール等）および欧米のアジア法研究者と連携して研究を進めた結果、上記目的
は概ね達成された。

研究成果の概要（英文）：Purpose of this research project is to find out characteristics of East Asian 
Laws and trend of their future evolution by analyzing their recent one as well as to examine Japanese 
Law’s position in the context of evolution of Asian laws evolution in order to stimulate further 
development of research on Asian laws.
Principal investigator and Co-investigators have conducted researches on 4 issues “Judicial system”, 
“fertility declining and aging society”, “Financial and capital market” and “Information and 
communication” by collaborating with Asian researchers (from China, Korea, Taiwan, Hong Kong and 
Singapore etc.), American and European researchers. Therefore, the purpose this research was almost 
attained.

研究分野： 法社会学
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１．研究開始当初の背景 
1990 年代の東アジアを中心とする国々に

おける法の展開を見ると、各分野における日

本法の研究を基盤とするところもあるもの

の、家族法に代表されるように当該国独自の

発想によると理解できる部分や、欧米主要国

に影響を受けたと考えられるところも多く

なっている。その意味で、東アジア諸国の法

の展開は多様な側面を帯びるようになって

いる。東アジア以外のアジア諸国も、政情の

安定化、市場の発展による先進諸国の企業進

出や資本投下による経済成長と国際通商の

自由化等を背景として、わが国などの支援も

受けつつ、法の整備を進めている。しかし、

これらの国々の法整備支援は欧米諸国も行

っており、東アジア諸国に見られたのと同様

に、東アジア以外の国々の法の発展も多彩な

側面を持つものとなってきている。 

 しかし、従来、東アジア、あるいはより広

くアジア圏という地域的な視点から近年の

法の発展を分析して、この地域内の各国の法

の発展の特徴や意義に検討を加え、それを比

較分析するという研究はほとんどなされて

いない。また日本法が東アジアを中心とする

国々において占める位置についての分析も

十分には行われていない。けれども、東アジ

アを中心とする地域における法の発展の中

で、今後、日本法がどのような位置を占める

かを把握することは、今後、東アジアを中心

とする地域圏における法の発展に関して果

たすべきわが国の役割を検討する上で重要

な課題である。さらに、東アジア諸国等の市

場の発展に伴い、わが国の企業のこれらの

国々への進出も急速に増加しているが、企業

等のビジネスの展開という見地から見ても、

個別の法令の紹介にとどまらず、金融資本市

場や情報・通信等の分野について巨視的な観

点から東アジアを中心とする国々を含む地

域の近年の法の発展を掘り下げて考察する

ことの必要性は高まっている。 
 

２．研究の目的 
本研究は、東アジアを中心とするアジア諸

国の近年の法の展開を、これらの国々の研究

者と欧米のアジア法研究者等との連携作業

により分析し、その特徴や今後の発展の方向

性を模索するとともに、アジア法の展開の中

での日本法の位置づけを考察することを目

的とする。具体的には、法曹養成を含む司法

システム、少子高齢社会、金融資本市場、情

報・通信の 4 テーマについて本研究計画の研

究代表者、研究分担者等と上記各国の研究協

力者等とで共同研究チームを構築し、とりわ

け上記各国の研究協力者等が一定期間、当研

究科に滞在して研究会等を行う形で研究を

遂行することによって、アジア法研究の新た

な地平を開くことを狙いとする。 
 
３．研究の方法 
本研究は、初年度である平成 24 年度には、

研究代表者の統括の下、「司法システム」「少

子高齢社会」「金融資本市場」「情報・通信」

の 4 つの研究班を組織して、次年度以降の研

究遂行に必要な文献・資料等の収集と整理・

分析、海外調査、海外の研究者との情報・意

見交換と連携体制の構築、海外の研究者との

共同研究等を実施した。平成 25 年度には、

文献・資料等の収集と整理・分析、海外調査、

海外の研究者との情報・意見交換・共同研究

等を行った。最終年度である平成 26 年度に

は、前年度までの研究作業を継続しつつ、4

つの研究班の成果のとりまとめと、それにも

とづく本研究全体のとりまとめを行った。研

究組織は、研究代表者（フット）、研究分担

者（大村・垣内・岩村・太田・藤田・後藤・

長谷部（平成 24 年度のみ）・大渕・松原）お

よび研究機関内外の研究協力者（海外を含

む）で構成した。 
 
４．研究成果 

① 東アジアを中心とする地域の国々、およ

びわが国と欧米主要国に関連する文献・資料

等を収集、整理した。 



② 研究代表者および研究分担者が海外（欧

米およびアジア諸国）に赴いて東アジアを中

心とする地域の法の発展の動向に関する調

査等を行った。また、米国・ドイツ・フラン

ス・中国・韓国・台湾・シンガポール等から

研究者を招聘してシンポジウム、コンファレ

ンス、研究会、共同研究を実施した。 

③ 「司法システム班」「少子高齢社会班」「金

融資本市場班」「情報・通信班」の各構成員

が、それぞれのテーマについての東アジアを

中心とする地域における法の発展の動向、そ

の意義、特徴等を抽出するための分析・検討

を行った。また、東アジアを中心とする地域

の中における日本法の位置づけ、同地域の

1990 年代以降の法の発展に照らしてみた日

本法の発展の特徴等の分析を行った。 

④ 収集した文献・資料等の分析や海外調査

等の結果の検討を行い、その成果を研究会・

シンポジウム等で報告し（上記②参照）、意

見交換・討論を行った。その成果を踏まえ、

研究代表者の統括の下で研究分担者各々が

本研究計画の成果のとりまとめを行った結

果、「アジア法の展開の中での日本法の位置

づけを考察し、アジア法研究の新たな地平を

開く」という研究目的は概ね達成された。 
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